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調査団員氏名、所属 

1) 基本設計調査団員氏名、所属 

氏 名 担当業務 現 職 

海保 誠治 総 括 
国際協力機構 無償資金協力部 

次長 

牧野 修 技術参与（無線通信） 国際協力機構 国際協力専門員 

廣瀬 竜夫 技術参与（警察無線） 警察庁 情報通信局 情報通信企画課

坪池 明日香 計画管理 
国際協力機構 無償資金協力部 

業務第 1 グループ 教育チーム 

上田 正明 
業務主任/機材計画１ 

（無線通信） 
八千代エンジニヤリング（株） 

田中 忠俊 機材計画２（鑑識・薬物鑑定） 八千代エンジニヤリング（株） 

高橋 豊 施設計画（交番建屋） 八千代エンジニヤリング（株） 

平松 賢二 調達･積算 八千代エンジニヤリング（株） 

下村 明弘 調達計画 八千代エンジニヤリング（株） 

2) 基本設計概要説明 

氏 名 担当業務 現 職 

多田 知幸 総括  
国際協力機構 無償資金協力部 

業務第１グループ教育チーム長 

上田 正明 業務主任/機材計画１ 八千代エンジニヤリング株式会社 

平松 賢ニ 調達・積算 八千代エンジニヤリング株式会社 

下村 明弘 調達計画 八千代エンジニヤリング株式会社 

注：ミニッツ署名については、同時期に派遣された「国家警察捜査能力強化計画」予備調査

団と署名者を同一にする必要があったため、日本側署名者は同調査団長である青木無償

資金協力部次長となっている。 
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調 査 日 程 

1) 基本設計調査日程 
グループＢ グループＢ

日順 月日 曜日

総括
海保誠治

（無償部次長）

計画管理
坪池明日香

（無償第１ｸﾞﾙｰﾌﾟ）

技術参与
（無線通信）
牧野専門員

技術参与
（警察無線）
廣瀬係長

機材計画１
（無線・通信）

上田正明

調達・積算
平松賢二

機材計画２
（鑑識・薬物鑑定）

調達計画
下村明弘

施設計画
（交番建屋）

高橋　豊

1 4/11 日

2 4/12 月

3 4/13 火

4 4/14 水

INP本部薬物対策
課

INP本部鑑識課
JKT警視庁鑑識課

INP本部鑑識課
JKT警視庁鑑識課

5 4/15 木 グループＣに同じ

6 4/16 金
ブカシ署（鑑識／

交番）

ブカシ署鑑識関連
機材→Ａグループ
に合流

7 4/17 土 グループＣに同じ

8 4/18 日 成田→ジャカルタ

9 4/19 月

10 4/20 火

11 4/21 水

12 4/22 木

14 4/24 土 （深夜）JKT→成田 資料整理

15 4/25 日 1

16 4/26 月 現地調達事情調査
技プロ専門家との
協議（交番施設設
計）

2

17 4/27 火
技プロ交番コンサ
ルタントへのヒアリ
ング

各対象施設訪問調
査
見通し調査協議

現地調達事情調査
技プロ交番コンサ
ルタントへのヒアリ
ング

3

18 4/28 水
技プロ交番建設業
者へのヒアリング

各対象施設訪問調査 現地調達事情調査
技プロ交番建設業
者へのヒアリング

4

19 4/29 木
ローカルコントラク
ター調査

機材構成協議 現地調達事情調査
ローカルコントラク
ター調査

5

20 4/30 金
ローカルコントラク
ター調査

見積入手及び協議 現地調達事情調査
ローカルコントラク
ター調査

6

21 5/1 土 7

22 5/2 日 8

23 5/3 月 9

24 5/4 火 （深夜）JKT→成田 サイト調査（測量） 10

25 5/5 水 サイト調査（測量） 11

26 5/6 木 ブカシ署報告 12

27 5/7 金
JICAインドネシア事
務所報告

13

28 5/8 土 （深夜）JKT→成田 14

団内打合せ

13 4/23 金

資料整理

市場・メーカー調査
9:30　ミニッツ署名
（午後）日本大使館報告、JICAインドネシア事務所報告

9:30　WG協議（ミニッツ案）

団内打合せ

（深夜）JKT→成田

現地調達事情調査

補足調査グループＣに同じ INP本部薬物対策課協議（ミニッツ案）

9:00　INP本部情報通信課協議（ミニッツ案）
11:00　JKT警視庁無線通信課協議（ミニッツ案）
15:00　ブカシ署協議（ミニッツ案）

（午前）JKT警視庁鑑識課協議（ミニッツ
案協議）
（午後）ブカシ署協議（交番施設・ミニッ
ツ案）

（午前）JKT警視庁鑑識課協議（ミニッツ
案
（午後）市場調査

資料整理
（午前）資料整理（薬物対策）
（午後）薬物対策専門家ヒアリング

団内打合せ

10:00　プログラム関係者中間報告及び協議（於：JICA）

グループA グループＣ

成田－ジャカルタ

（午前）JKT警視庁通信指令課
（午後）JKT警視庁管内無線基地局、通信指令室調査

（午前）薬物対策専門家ヒアリング
（午後）INP本部薬物対策課

インドネシア国家警察（INP）・ワーキンググループ（WG）との協議（調査方法説明、要請内容の確認、全体概要協議）

INP本部情報通信課、JKT警視庁通信指令課
（午前）INP本部薬物対策課
（午後）JKT警視庁鑑識課

プログラム関係者打合せ（大使館担当含む）

（午前）ブカシ署（鑑識／交番）
（午後）市場調査

（午前）Cikarang鉄塔視察
（午後）JKT警視庁通信指令、INP通信調査

（深夜）JKT→成田

団内打合せ

団内打合せ

技プロ専門家との協議（交番施設設計）

現地調達事情調査

（午前）ブカシ署協議
（午後）JICAインドネシア事務所報告

（午前）ブカシ署協議
（午後）JICAインドネシア事務所報告

 
INP：インドネシア国家警察 

JKT：ジャカルタ 

WG ：ワーキンググループ 



 

資料 2-3 

2) 基本設計概要説明調査日程 

民主警察支援計画基本設計概要説明調査 
業務主任/ 
機材計画 1 

（八千代･上田）

機材計画 2/ 
調達積算 

（八千代･平松）

機材計画 3/ 
調達計画 

（八千代･下村） 

計画管理 
（坪池）  総括 

（多田） 
無線通信 鑑識／薬物対策 

1 6/14 月 移動（11:25 成田→16:50 ジャカルタ） JAL725 

プログラム会議（午前） INP 情報通信課協議（竹葉専門家） 
2 6/15 火 

（午後）JKT 警視庁通信指令課協議（竹葉専門家）JKT 警視庁鑑識課協議（藤塚専門家）

（午前）ブカシ警察署通信指令協議（竹葉専門家） INP 薬物対策課協議 
3 6/16 水 

（午後）ブカシ交番協議（井口プロジェクトリーダー） 専門家協議（コピー３警察署）

4 6/17 木 ミニッツ案協議 

ミニッツ署名 

大使館、JICA インドネシア事務所報告 5 6/18 金 

（深夜）22:35 ジャカルタ 

6 6/19 土 →成田 07:50 JAL726 
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資料３ 関係者リスト 
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関 係 者 リ ス ト 

所 属 および 氏 名  職 位 

 
インドネシア国家警察(INP/MABES) 

Drs. Tjuk Sugiarso Deputy Chief of Indonesian National 
Police for Planning and Development 

Mr. Bambang Setijoko Chief of Section Electronic Communication 
and Electronic Center, Division of 
Telecommunication and Infomatical 

Mr. Suroto Assistant Chief of Section Electronic 
Communication and Electronic Center, 
Division of Telecommunication and 
Infomatical 

Mr. Sukam Section Electronic Communication and 
Electronic Center, Division of 
Telecommunication and Infomatical 

Mr. Goreis Mere Director, Directorate of Drug Enforcement 
& Organized Crime, Criminal Investigation 
Board 

Mr. A. Rochjana Deputy Director, Directorate of Drug 
Enforcement & Organized Crime, Criminal 
Investigation Board 

Mr. B. Banu Saputra Police Colonel, Directorate of Drug 
Enforcement & Organized Crime, Criminal 
Investigation Board 

Mr. Amos Wau Investigator, Directorate of Drug 
Enforcement & Organized Crime, Criminal 
Investigation Board 

Ms. Erni Malina Irawati Investigator, Directorate of Drug 
Enforcement & Organized Crime, Criminal 
Investigation Board 

Ms. Venny Yulius S. Sos Investigator, Directorate of Drug 
Enforcement & Organized Crime, Criminal 
Investigation Board 

 
ジャカルタ警視庁(Jakarta Metropolitan Police) 

Mr. Wiliardi Wizar Komisaris Besar Polisi 

Mr. Suyanto Chief of Section Communication and 
Electronic Directorate 

Mr. Sahry Ramadhan Technical Concultant 

Mr. Sugeno Chief of Identification Section 

Mr. I.G.N. Darma Chief Unit Scene of Crime, Identification 
Section 

Mr. Burhanuddin Hippy Chief Unit Scene of Crime, Identification 
Section
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ブカシ警察署（ブカシ Police Resort） 

Mr. Purwadi Arianto Deputy Chief 

Mr. Sunarto Chief of Identification Section 

Mr. Imam SaputraJarman Chief Unit of Vital Object Security 
 
チカラン分署（Cikarang Sub-police） 

Mr. Mardjono Director 
 

在インドネシア日本国大使館（Embassy of Japan in Indonesia） 

秋元 義孝  公使 

鈴木 哲  参事官 

後藤 輝久  一等書記官 
 
JICA インドネシア事務所（JICA Indonesia Office） 

加藤 圭一  所長 

辻 尚志  次長 

上田 大輔  所員 
 
JICA 専門家（JICA Experts） 

山﨑 専門家 プログラムマネジャー 

川原 専門家 バリ州警察本部長アドバイザー 

井口 専門家 プロジェクトリーダー 

竹葉 専門家 通信指令分野 

青木 専門家 鑑識分野 

藤塚 専門家 鑑識分野 

出宮 専門家 薬物対策分野 

安藤 専門家 教育分野 

安斎 調整員 プロジェクト調整員
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資料４ 当該国の社会経済状況 
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主要指標一覧

１９８９年 １９９９年 ２０００年 ２００１年
２００１年の
地域平均値

国土面積（１０００km2） 1,812 1,812 1,812 1,812 n.a.

人口（百万人） 175.1 203.6 206.3 209.0 1,822.5

人口増加率（％） 1.8 1.3 1.3 1.3 0.9

出生時平均余命（歳） n.a. n.a. 66 66 69

妊産婦死亡率（ ／１０万人） n.a. n.a. n.a. 450(90-98) n.a.

社 乳児死亡率（ ／１０００人） n.a. n.a. 35.0 33.0 33.7

会 一人当たりカロリー摂取量（kcal/１日）*1 2,611 2,892 2,913 2,904 2,701

指 初等教育総就学率(男)(％) n.a. 109.7 111.2 n.a. n.a.

標 　　　　　　　　(女)(％) n.a. 106.0 108.8 n.a. n.a.

等 中等教育総就学率(男)(％) n.a. 56.2 57.6 n.a. n.a.

　　　　　　　　(女)(％) n.a. 53.5 56.4 n.a. n.a.

高等教育総就学率(％) n.a. n.a. 14.6 n.a. n.a.

成人非識字率（15歳以上の人口の内：％） 21.5 13.8 13.2 12.7 13.2

絶対的貧困水準（1日1＄以下の人口比：％） n.a. n.a. n.a. 7.2(2000) n.a.

失業率(％) n.a. 6.4 6.1 n.a. n.a.
GDP（百万USドル） 101,455 140,001 152,226 145,306 1,664,945

一人当たりGNI（USドル） 570 590 580 690 900
実質GDP成長率(％) 9.1 0.8 4.9 3.3 5.5

産業構造（対GDP比：％）

　　　農業 22.0 19.6 17.0 16.4 14.6
　　　工業 34.9 43.4 47.0 46.5 48.5
　　　サービス業 43.1 37.0 35.9 37.1 36.2

産業別成長率(％)

経 　　　農業 7.8 2.2 1.7 0.6 1.5
　　　工業 16.1 2.0 5.9 3.3 6.9

済 　　　サービス業 3.6 -1.0 5.2 4.4 6.2
消費者物価上昇率（インフレ：％） 6.4 20.5 3.7 11.5 n.a.

指 財政収支（対GDP比：％） -1.9 -1.1 n.a. -1.2 n.a.
輸出成長率（金額：％） 6.7 -31.8 26.5 1.9 3.6

標 輸入成長率（金額：％） 11.6 -40.7 21.1 8.1 4.0
経常収支（対GDP比：％） -1.1 4.1 5.2 4.7 n.a.
外国直接投資純流入額（百万ドル） 682 -2,745 -4,550 -3,278 48,913
総資本形成率（対GDP比：％） 32.6 11.4 14.6 17.0 31.0
貯蓄率（対GDP比：％） 35.4 19.5 25.2 25.5 35.8
対外債務残高（対GNI比：％） 10.1 13.7 11.8 11.1 4.7
DSR（対外債務返済比率：％） 38.4 30.0 22.5 23.6 12.1
外貨準備高（対輸入月比：％） 3.0 6.1 5.3 5.7 7.5
名目対ドル為替レート*2 1,770.1 7,855.2 8,421.8 10,260.9 n.a.
（通貨単位：ルピア Rupiah）

  政*3 政治体制：共和制。大統領が 高権力者
  治 憲法：1945年8月18日施行、2000年8月第4次改正

  指 元首：大統領。ﾒｶﾞﾜﾃｨ･ｽｶﾙﾉﾌﾟﾄﾘ（MEGAWATI Soekarnoputri）。間接選挙制。任期5年。2001年7月23日就任

  標 議会：１院制。500議席。任期5年

出典　World Development Indicators CD-ROM 2003 WB

　　　*1  FAO Food Balance Sheets 2003年6月 FAO Homepage

　　　*2  International Financial Statistics Yearbook 2002 IMF

　　　*3  世界年鑑　2003　共同通信社

注　●(  )に示されている数値は調査年を示す。(90-98)と示されている場合は1990年度から98年度までの間の 新値を示す

　　●「人口」、「GDP」及び「外国直接投資純流入額」の「2001年の地域平均値」においては、地域の総数を示す

　　●地域は東アジア・大洋州。ただし「一人当たりカロリー摂取量」における地域はアジア広域

　　●就学率が100を超えているのは、学齢人口推計値と実際の就学データの間にずれがあるため

指標項目
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政府歳入・歳出［インドネシア］

１９９８年 １９９９年 ２００１年
(十億ルピア) (十億ルピア) (十億ルピア) (百万US$)* 対GDP比**

歳入＋贈与受取額 157,411 198,673 307,927 30,010 21.2%

　歳入 157,412 198,673 307,876 30,005 21.2%

　　経常歳入 157,381 198,611 307,841 30,001 21.2%

　　　租税収入 147,600 183,281 196,720 19,172 13.6%

　　　非税収入 9,781 15,330 111,121 10,830 7.7%

　　資本歳入 31 62 35 3 0.0%

　贈与受取額　 - - 52 5 0.0%

歳出＋純貸付額 185,603 211,318 325,268 31,700 22.4%

　歳出 174,097 225,874 359,038 34,991 24.8%

　　経常歳出 114,412 170,684 n.a. n.a. n.a.

　　資本歳出 59,686 55,190 n.a. n.a. n.a.

　純貸付額 11,506 -14,556 -33,771 -3,291 -2.3%
財政収支 -28,192 -12,645 -17,340 -1,690 -1.2%

歳出内訳［インドネシア］

１９９８年 １９９９年
(十億ルピア) (十億ルピア) (十億ルピア) (百万US$)* 内訳 対GDP比**

歳出 174,097 225,874 359,038 34,991 100.0% 24.8%

　一般サービス 16,148 11,425 16,607 1,618 4.6% 1.1%

　国防 8,955 8,576 10,673 1,040 3.0% 0.7%

　公安 3,080 4,453 7,400 721 2.1% 0.5%

　教育 11,918 14,349 13,433 1,309 3.7% 0.9%

　保健・医療 3,889 5,186 4,542 443 1.3% 0.3%

　社会保障・福祉 9,220 12,006 30,766 2,998 8.6% 2.1%

　住宅・生活関連施 23,435 33,787 4,726 461 1.3% 0.3%

　ﾚｸﾘｭｴーｼｮﾝ・文化 2,992 3,347 2,257 220 0.6% 0.2%

　エネルギー 1,136 2,895 2,382 232 0.7% 0.2%
　農林水産業 11,511 8,610 4,652 453 1.3% 0.3%

　鉱工業・建設業 639 656 1,146 112 0.3% 0.1%

　運輸・通信 6,395 5,580 3,709 361 1.0% 0.3%
　その他 74,779 115,004 256,745 25,022 71.5% 17.7%

会計年度は４月?３ p：the letter p denotes data that are preliminary or provisional.
 -：0または四捨五入すると0になる数    
 *：対ﾄﾞﾙ換算ﾚーﾄはMarket Rate, Period Average  
出典はInternational Financial Statistics Yearbook 2002  IMF
**：GDPの出典はThe World Economic Outlook 2003 IMF Homepage
出典　Government Finance Statistics Yearbook 2002  IMF

JICAの対インドネシア技術協力

注：年の区切りは日本の会計年度（４月?3月）。また対ﾄ ﾙ゙換算ﾚーﾄは国際協力事業団情報管理課による。
出典　国際協力事業団実績表　2002年3月　国際協力事業団　

我が国の対インドネシアODA実績 　(単位：百万ドル）

注：年の区切りは１月?12月の歴年。　　  (   )内はO DA 合計に占める各形態の割合(%)。
出典　O DA国別データブック2001 外務省

DAC諸国・国際機関の対インドネシアO DA実績 　(支出純額、単位：百万ドル）

注：年の区切りは１月?12月の歴年。出典　O DA国別データブック2001 外務省

２００１年p

２００１年p ２００１年

通貨単 位 1997年度 1998年度 1999年度 2000年度 2001年度 累計

億円 123.09 109.27 101.78 100.65 113.22 2,390.06
百万ドル 101.73 83.48 89.36 93.37 93.19

支出総額

96 71.17 (7) 163.31 (17) 227.72 (24) 1,234.15 737.81 (76) 965.53 (100)

97 93.66 (13) 148.39 (30) 214.96 (43) 739.61 281.90 (57) 496.86 (100)

98 208.84 (14) 123.99 (15) 238.59 (29) 1,034.51 589.88 (71) 828.47 (100)

99 54.90 (6) 130.80 (8) 231.34 (14) 1,994.04 1,374.49 (86) 1,605.83 (100)

2000 74.50 (5) 144.60 (15) 196.67 (20) 945.66 773.43 (80) 970.10 (100)

累計 1,286.75 (7) 2,309.87 (13) 3,596.66 (21) 20,023.87 13,766.75 (79) 17,363.40 (100)

暦年
贈与 政府貸付

合計
無償資金協力 技術協力 計 支出純額

暦年 うち日本 合計

97 日本 496.9 ドイツ 115.2 豪州 78.6 英国 57.2 オーストリア 48.7 496.9 790.5

98 日本 828.5 ドイツ 212.8 豪州 74.1 英国 40.1 米国 36.6 828.5 1,243.3

99 日本 1605.8 米国 207.3 オーストリア 102.4 豪州 72.3 オランダ 71.9 1605.8 2,169.4

1位 2位 3位 4位 5位

暦年 その他 合計

97 ADB 16.9 CEC 15.4 UNICEF 10.9 UNDP 8.1 UNTA 6.6 -12.8 45.2

98 CEC 14.9 UNICEF 7.1 UNFPA 5.4 UNDP 4.9 UNTA 4.0 -22.9 13.3

99 CEC 28.7 UNICEF 7.7 UNTA 6.7 UNDP 4.1 UNFPA 4.1 -14.9 36.4

1位 2位 3位 4位 5位
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基本設計概要表 

１．案件名 

インドネシア国市民警察化支援計画 

２．要請の背景（協力の必要性・位置付け） 

(1) 事業対象分野の当該国における問題点、国家開発計画における位置付け及び当該国政府の取
り組みの現状 

インドネシア国（以下｢イ｣国）の治安は、これまで 30 年余りに亘って国軍がその責任を担ってき

たが、スハルト政権の終焉を受けた民主化の動きの下で、2000 年 8 月の国民協議会の決定によ

り、国家警察が国軍から正式に分離独立したことに伴い、治安責任も国家警察（Indonesian 

National Police、以下「INP」とする）に委ねられることとなった。 

しかし、国内に多発する一般犯罪に対応し、市民の安全を確保する上で INP の役割は従来に

増して大きくなっているが、分離独立したばかりの INP のみの力でこれを全うし、かつ民主的な警

察行政サービスを提供することができない状況にある。 

国家開発計画においても「民主的な政治システムの構築」や「法治国家の確立」を目指してお

り、あらゆる面で旧制度の見直しが求められている。行財政改革、司法制度改革、経済構造改革

等が進められる中、国民を一つにまとめ、民主的な社会経済システムの構築を目指す「イ」国政

府は、民主的な警察行政サービスの整備が不可欠であるとの認識に基づき、国家警察の組織・

機能強化に必要な政策を積極的に推進しようとしている。 

(2) 当該分野における協力対象地域の現状・問題点・特徴及び選定理由 

「イ」国政府は、多民族、多文化社会である同国の社会・経済的発展において最も重要なこと

は、国民間の円滑な意志疎通を図り、民族間の社会的・文化的背景・独自性を尊重しつつ民族

融和を促進し、もって国民の団結を維持することとしている。 

しかしながら、多様な民族国家であることから、アチェ、パプア、マルク、ボソ等の民族・地域紛

争を抱えている。また、様々な政治・宗教グループの中には、活動を先鋭化しつつあるものもあ

り、ジャカルタにおける一連の爆発事件、ジェマーイスラミアによるテロ行為なども発生している。

これらに加えて、凶悪犯罪や一般犯罪が多数発生している。 

一方、2000 年以降、警察関係法令や警察機構改革等を含む警察改革が行われているが、そ

の活動の実態や警察官の意識からは依然として、民主化、市民警察化に向けた INP の体質改善

が求められているが、警察活動に必要な資機材が不足している。 

(3) プロジェクト全体計画の当該分野のセクター開発計画における優先事項との関連性（上位計画と

の関連性) 

32 年間に及んだスハルト政権の長期政策（３０年計画）（REPELITA:1969～98 年まで 6 次に亘

る 5 ヵ年開発計画）は終了し、前ワヒド政権が 2000 年 11 月に策定した｢2000－2004 年国家開発

計画（PROPENAS）｣をメガワティ政権は推進している。PROPENAS の主要な達成目標は次の通り

であり、本民主警察支援計画は②法治国家の確立に寄与するものと考えられる。 

① 民主的な政治システムの構築および国家統一・団結の維持 

② 法治国家の確立 

③ 経済再建および持続的で公正な開発の推進 

④ 国民福祉の向上、宗教生活の質的改善、活力ある文化の創出 

⑤ 地方開発の推進 

また、マクロ経済の安定と共に、現在、｢イ｣国政府の中長期的課題としての重点分野は次のとおり

本計画との繋がりが深く、我が国もこの分野を積極的に支援する方向である。 

・民間主導の持続的な成長 

・民主的で公正な社会造り 

・平和と安定 
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(4) 技術協力の現状と連携状況 

 「イ」国国家警察（INP）の「民主的な警察運営」、「警察活動の迅速化・効率化」、「犯罪発生

の減少」、「市民サービスの向上」、「警察組織における意識改革の促進」等の INP 改革を支援す

る目的で、我が国警察庁による全面的な協力の下、｢国家警察改革支援｣プログラムが実施さ

れ、国家警察庁長官政策アドバイザーとして専門家を派遣、また、プログラムの構成要素として

ブカシ警察署をモデルとする技術協力プロジェクト（以下「技プロ」という）「市民警察活動促進プ

ロジェクト」の実施、薬物対策分野における個別専門家派遣、バリ州警察本部長アドバイザーとし

て個別専門家派遣が行われている。 

本計画は同プログラム内の、ブカシ警察署を拠点として実施されている①｢技プロ｣の通信指令

に関連したジャカルタ警視庁～ブカシ警察署間、およびブカシ警察署管内の無線通信網の構

築、②｢技プロ｣の現場鑑識活動に関連したジャカルタ警視庁鑑識課に対する写真現像・焼付、

ブカシ警察署をモデルとしたコピー3 警察署（ジャワ島内のチマヒ、クンダル、シドアルジョの各警

察署）に対する鑑識機材、並びに③同プログラム内個別専門家（｢薬物対策｣／｢イ｣国側機関 INP

本部薬物対策課）の活動を側面支援するために薬物簡易鑑定機材を対象とし、もって同プログラ

ムの促進に資することを目的としている。 

３．プロジェクトの全体計画概要 

※下線部：本無償資金協力に直接関係する成果、活動及び投入 

(1) プロジェクト全体計画の目標（裨益対象の範囲および規模） 

①無線網の構築により、ジャカルタ近郊のブカシ警察署管内で、迅速な警察活動、市民サー

ビスが向上する。 

②鑑識技術関連機材の整備により、ジャカルタ警視庁およびコピー３警察署での客観的証拠

に基づいた科学的捜査能力が向上する。 

③薬物対策関連機材の整備により、薬物取締重点地域である 9の州薬物対策活動が促進

される。 

裨益対象人口： （無線通信分野）ブカシ県住民約 3.3 百万人及び（現場鑑識及び薬物簡易鑑

定分野）インドネシア国住民約 2 億人 

(2) プロジェクト全体計画の成果 

①通信指令に関連したジャカルタ警視庁～ブカシ警察署間及びブカシ警察署管内の無線通

信網が整備される。 

②ジャカルタ警視庁鑑識課に対して写真現像・焼付機が整備・調達される。 

③ブカシ警察署をモデルとしたコピー3 警察署に対して現場鑑識機材が整備･調達される。 

④個別専門家（｢薬物対策｣／｢イ｣国側機関 INP 本部薬物対策課）の活動に関連する薬物簡

易鑑定機材が調達される。 

(3) プロジェクト全体計画の主要活動 

ア プロジェクト運営のための人員を配置する。 

イ 無線通信システム導入のための事前研修 

ウ 現場鑑識機材にかかる事前研修 

エ 薬物簡易鑑定機材配布にかかる事前研修、担当官の会議召集 

オ イ側の判断による鉄塔の補修。 

カ 上記機材を使用して市民警察活動を展開する。 
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(4) 投入（インプット） 

ア 日本側 

（ア）無償資金協力 5.18 億円 

（イ）技術協力：専門家７人（長期５人、短期２人）、研修員受入 ３７人（国別特設研修：２４人、

プロジェクトカウンターパート９人、薬物対策分野カウンターパート１人、幹部

カウンターパート３名）2004 年計画、機材供与費約８００万円/2003 年実績） 

イ 相手国側 

（ア）必要な人員：既存機材の撤去に必要な人員４人 

（イ）建設資機材：チカラン中継所鉄塔の修復 352 百万ルピア（約 440 万円） 

（ウ）施設・機材の運営･維持管理に係る経費：2,663 百万ルピア（約 33 百万円）／年 

(5) 実施体制 

実施機関：｢イ｣国国家警察（INP） 

４．無償資金協力の内容 

(1) サイト 

無線通信システム：ジャカルタ特別区及びブカシ県 

現場鑑識資機材：ジャカルタ警視庁及びコピー3 警察署（チマヒ、クンダル、シドアルジョ） 

薬物簡易鑑定資機材：INP 本部、ジャカルタ警視庁及び薬物重点取締地域９箇所（スラバヤ、

バンドン、メダン、サマリンダ、バリクパパン、バタム、スマラン、バリ、マカッサル）を管轄する 8 州の

州警察本部 

(2) 概要 

無線通信分野：ブカシ警察署管内の無線通信システムの構築、ジャカルタ警視庁及びブカシ

警察署間の通信指令システムの構築のための無線中継所の整備に必要な機

材の調達 

現場鑑識分野：ジャカルタ警視庁における写真現像・焼付機及びコピー３警察署における現場

鑑識セットの調達 

薬物対策分野：薬物鑑定簡易キット・サンプル試薬セット及び捜査用小規模無線システムの調

達 

(3) 相手国側負担事項 

① 必要に応じたチカラン中継所鉄塔の修復  

② 既存機材の撤去（INP 職員による） 

(4) 概算事業費 

概算事業費 5.22 億円（日本側 5.18 億円、インドネシア国側 4.4 百万円） 

(5) 工期 

約 1４.０ヶ月を予定。 

(6) 貧困、ジェンダー、環境および社会面 

フィルム現像液の廃液処理については適切な処理をする必要がある。 
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５．外部要因リスク 

  ① 通信エリア内に障害物となる高層建築物が建設されない。 

  ② プロジェクトサイトに急激な人口増等の社会変化が生じない。 

  ③ 「イ」国の経済状況に急激な変化が生じない。 

６．過去の類似案件からの教訓 

過去に類似案件はない。 

７．プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 

(1) プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

①無線通信 

• 常時連絡の取れる警察官の人数が、161 人から 664 人に増加する。 

• 常時車輌の位置が本部から確認できる車輌数が 23 台から 109 台に増加する。 

• ブカシ警察署管内の無線通信受信エリアが、約 400km２から約 2,800km２に拡大する。 

• 無線通信システムの整備により、警察官の出動回数及び無線連絡回数が増加する。但し、具

体的数値の想定は困難である。 

②鑑識 

• ジャカルタ警視庁においてカラーフィルムの現像を同庁内で処理することができる。（現状は

全て外注） 

• 事件現場において現場鑑識セットを使用している警察署数が、現在のジャカルタ警視庁及び

ブカシ警察署の 2 箇所から、コピー３警察署（チマヒ、クンダル、シドアルジョ）を加えた 5 箇所

に増加する。 

③薬物対策 

• 簡易鑑定セットを使用している警察署数が、現在の INP 本部薬物対策課及び各州警察本部

の 27 箇所から 207 箇所に増加する。 

(2) その他の成果指標 

なし。 

(3) 評価のタイミング 

事業終了後 2006 年 
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収 集 資 料 リ ス ト 

番号 名 称 形態 ｵﾘｼﾞﾅﾙ･ｺﾋﾟｰ 発行機関 発行年 

1 
Population of Indonesia 

Results of the 2000 Population Census 
図書 オリジナル

Badan Pusat 

Statistik 
2001 年

2 
Village Potential Statistics of Indonesia, 

2003 
図書 オリジナル

Badan Pusat 

Statistik 
2002 年

3 Buletin Ringkas, December 2003 図書 オリジナル
Badan Pusat 

Statistik 
2003 年

4 
Monthly Statistical Bulletin 

Economic Indicators, December 2003 
図書 オリジナル

Badan Pusat 

Statistik 
2003 年

5 
Peta Indeks Desa/Kelurahan di Propinsi DKI 

Jakarta, Jawa Barat and Jawa Tengah, 2000 
図書 オリジナル

Badan Pusat 

Statistik 
2001 年

6 ブカシ Municipality in Figure 2002 図書 コピー 
Badan Pusat 

Statistik 
2003 年
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